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3 月 12 日（木）は、午前ホテルを出発して、最初に訪問した日系企業は、ホーチミン市郊外
で日本からの企業が多数進出して、現在各社が活発に活動を続けている、ホーチミン市の




日午後は同じ工業団地内の FUJITSU COMPUTER  PRODUCTS OF VIETNAM 社を訪問し
－ 20 － 



















3 月 14 日（土）は、午前中ホーチミン市の隣のビンズン市にある、ごく最近 open した、イ
オンモール・ビンズンキャナリーshopping center を訪問して、イオン社のベトナムにおける
出店や、将来の店舗展開ならびに海外戦略、それにこの shopping center の現状や、立地地域
の将来性などに関する事柄や、今後の計画に関する説明を、社長と担当者の方から頂いた。そ
の後で店内見学を兼ねて、実際に買い物を体験することが出来た。イオン社はこの新しく open
した shopping center の他に、現在ベトナムにホーチミン市などに 3 店舗で営業しているが、







－ 21 － 
3 月 15 日（日）は、早朝ホーチミン市からベトナム中部に位置するフエ市に移動し、阮朝王
宮と新旧の市街地と地場の大きな生活市場である、アンクー市場などを見学して、現地の人々
に交じり買い物体験をしながら、現地の物価などを調査した。翌 16 日（月）は市の郊外にあ






















トナムに進出して企業活動を行っている日本企業の数は 679 社、進出日本企業数は 574 社に達
し、注 3）ベトナムへの投資件数は、2013 年度 352 件、金額で 14 億 600 万ドルに達して、同国
への投資の国別では 4 位と多額に達している。なお拡張投資に関しては、日本が昨年に続き 1 位













































































































































































































































































































注 3） 2014 年版、海外企業進出総覧（国別編）週刊東洋経済臨時増刊。2014 年 4 月。 
注 4） 2014 年度版、JETRO 投資白書参照 
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